
「札幌市市民活動促進条例」に関するアンケート
調査結果（概要版）

　札幌市は、市民が主体の、豊かで活力ある地域社会を築くうえで、「市民活動」が重要な役割を果たすと考
えています。
　札幌市は、１８年度中に制定予定の「（仮称）札幌市市民活動促進条例」に盛り込むべき内容を提言してい
ただくため、学識経験者や公募委員など１０名の市民委員で構成される「札幌市市民活動促進条例検討協議
会」を平成１７年８月に設置し、平成１８年５月、同協議会から『市民活動を促進するための条例策定に向け
た提言』が市長に提出されました。
　札幌市では、「多くの市民の方々にこの提言の内容について知っていただき、市民活動に関するお考えや
ご意見をお聞きしたい」という思いから、市民活動や、条例・提言に関するアンケートを実施しました。

条例を制定した後も、その内容を時代の変化に合ったものにしていくために、市民、企業および行政が、率直
に意見を出し合い課題を共有する場（（仮称）市民活動促進テーブル）をつくることを提案します。このテー
ブルでは、条例の内容を検証したり、市民活動の現状の課題の分析などを行うことをイメージしています。

この条例では、市民活動を促進するための基本的な事項を定めることにより、市民一人ひとりが
新しい公共の担い手として、豊かで活力ある市民主体の地域社会を築くことを目的とします。

・市民に身近な「まちづくりセンター」（旧連絡所。市内に87ヶ所）や「学校」など、身近な既存の社会
基盤を市民活動の拠点として有効に活用できるようにしよう。

・「札幌市市民活動サポートセンター」（札幌駅北口の交通の便の良い所にあり、会議スペースや印
刷機等を貸し出し）を総合拠点としてもっと活用しよう。

・市民活動に関する情報の質・量を高めるため、市民活動サポートセンターや市の関係窓口による
情報収集・提供機能を充実させよう。

・コーディネーター（人と人、活動と活動を結びつける人）、リーダー（活動の中心・先頭に立つ人）な
ど活動の核となる人材の育成を支援しよう。

・市民活動の担い手としての市民は、自ら公共を担うものとしての自覚を持って活動の充実を図る
とともに、その活動内容を広く市民に知らせ、理解されるように努めることが必要です。

・地域社会の構成員として市民活動への理解に努めるとともに、企業が有する資源を活用して地域
社会への貢献に努めることが望まれます。

・市民活動を活発にするためには、以下のことが必要です。
　（１）市民活動を支援するための基本計画の策定、（２）行政における支援体制の整備、（３）活動の担
い手等と行政との協働の推進、（４）（仮称）寄附文化創造課創設など寄附文化醸成の積極的な推進

・「１％支援制度」をつくろう！－ 希望する市民の個人市民税の１％を市民活動の支援にまわすようにする。
・基金制度をつくろう！－ 市民活動への寄附を受けいれる、市の「基金」を設置し、「税の優遇措置」
をもっと多くの人に知ってもらうようにする。

・「（仮称）寄附文化創造センター」をつくろう！－ 誰もが気軽に募金や寄附ができるような、「寄附
文化」づくりを行う機関を創る。

市民の持つ力は地域社会にとって資源であり、市民活動の担い手としての市民、企業と行政が、
それぞれの立場や役割を理解しながら目的を共有し、協働を進めることが必要です。また、その
ための「協働のルール」づくりが必要です。

　札幌市市民活動促進条例検討協議会から市長に提出された提言の概要は、以下のとおりです。

■アンケート調査の背景と趣旨

■『市民活動を促進するための条例策定に向けた提言』の概要

条例の目的と基本理念

「市民活動」を活発にするために～市民活動の支援の充実～

市民、企業、行政にそれぞれ望まれること

条例を意味あるものにするために～（仮称）市民活動促進テーブルの設置～

目　的

基本理念

活動の場
の支援

人材の
育成支援

情報の支援

資金の支援

市　民

企　業

行　政



あなたは、「市民活動」（町内会、ボランティア、ＮＰＯなどによる、社会的な広がりを持つ、
自主的・自発的な活動）に現在又はこれまでに参加していますか。（○は１つ）

時間のなさや健康・体力面での不安などを理由に市民活動への参加をやめる、あるいは参加し
たことがないという人が多いことがわかります。また一方で、市民活動に関する情報が充分に
市民に伝わっていない面があり、市民活動への参加が進んでいない一つの障害となっています。

過去に参加していたのに、現在は参加していない理由

質問１

質問2

これまで参加していない理由質問3

※質問１～３は、市民のみを対象とした質問となっています。

62.5

18.3

（％）

19.2

現在参加
過去に参加
参加経験なし

忙しくなって時間がなくなった

活動する場所がなくなった

経済的な余裕がなくなった

健康や体力に自信がなくなった

家族の理解や協力が得られなくなった

行ってきた活動に飽きた、あるいは興味がなくなった

行ってきた活動に限界を感じた

一緒に活動してきた仲間がいなくなった

一緒に活動してきた仲間と関係が悪くなった

その他

0 10 20 30 40 50 60
（%）

51.1

5.9

11.8

32.3

3.2

8.1

6.5

6.5

2.7

14.5

忙しくて時間がない

活動する場所がない

経済的な余裕がない

健康や体力に自信がない

家族の理解や協力が得られない

参加するほどの知識や技術がない

参加するきっかけがつかめない

活動団体や活動内容に関する情報がわからない

一緒に活動する仲間がいない

関心や興味がない

その他
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Ⅰ　市民・市民活動団体へのアンケート集計結果

市民の公益的な活動を支援・促進することを目的とした市民活動促進条例の策定に
向け、市民活動促進条例検討協議会から出された提言書に関し、広く市民の考えや
意見を聞き条例策定の参考とするとともに、条例のＰＲ推進を図ることを目的に市
民・市民活動団体等へのアンケート調査を実施しました。

対　象

目　的

※１：住民基本台帳から10歳～70歳代の男女を年代ごとに人口比で割り返した人数を無作為に抽出
※２：札幌市市民活動サポートセンターに登録している団体及び市内に拠点を置く特定非営利活動法人、
　　　連合町内会の代表者(以下、「団体」と記載)

配布数

有効回収数

回収率

2,983 人

917 件

30.7％

市　民 合　計
市民活動団体等
（代表者）

1,752 人

883 件

50.4％

4,735 人

1,800 件

38.0％

※１
※2
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今後さらに「市民活動」が活発になっていくために必要なことはどのようなことだと思
いますか。下からあてはまるものを３つまで選んでください。（○は３つまで）質問5

「市民活動」はまちづくりや暮らしを支える重要な活動であり、これからますますその重
要性は高まってくることが予想されます。そこで、「市民活動」を支援し促進するうえで
必要な事柄を「条例」の中で定めて、札幌市民全体で意識して支援していくことについて、
あなたはどう思いますか。（○は１つ）

質問6

0%

合　計

市　民

団　体

100%90%80%70%60%50%40%30%

50.7

45.0

56.7 25.6 9.1 6.7

26.1 10.8 15.0

25.9 10.0
2.5

3.1

1.9

11.0

20%10%

合　計
市　民
団　体

賛成 反対やや賛成 あまり賛成ではない わからない

活動団体や活動内容などの情報提供の充実

活動に関する相談窓口の充実

活動を行う団体同士の交流の場の用意

活動ができる場の整備

気軽に参加できる講座や研修会の充実

資金提供や寄附を行う仕組み・制度の整備

学校での授業や課外活動への市民活動の取り入れ

その他

0 10 20 30 40 50 60 70 80
（%）

条例による市民活動支援につい
ては、市民、市民活動団体とも
に、概ね好意的に受け取られて
いると考えられます。

0%

合　計

市　民

団　体

100%90%80%70%60%50%40%30%

27.8

16.8

9.2 39.4 31.3 14.2

22.7 50.6

26.95.7

2.4

20%10%

活発 活発ではないやや活発 あまり活発ではない わからない

市民活動の動向について「わか
らない」との回答が多いことか
ら、市民活動への関心が低いと
考えられ、市民活動全体のＰＲ
等をより積極的に行なっていく
ことが望まれます。

21.8

63.1

52.7

17.7
17.9
17.6

28.4

37.7

46.0

47.6
57.4

37.3

32.5
18.4

47.1

33.6
35.7

31.3

4.4

6.1
2.8

29.6

15.5

73.2

現在、札幌における「市民活動」は活発だと思いますか。（○は１つ）質問4

市民活動の活性化に向けては、市民に対して、市民活動団体に関する情報提供や気軽に参加できる講座・研修会の充
実を図っていくとともに、市民活動団体に対して、資金や活動場所に関する支援体制を整備していくことが望まれて
います。

32.9

6.0

7.5

6.8

6.0

7.5

6.8
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「市民活動を促進するための条例策定に向けた提言」（概要）に書かれている次の内容に
ついて、あなたはどのように思われますか。項目それぞれについて、あてはまる数字を
１つずつ選んでください。（それぞれ○は１つ）

１－①　活動の場の支援について
各区のまちづくりセンターや学校などを地域の拠点施設、札幌市市民活動サポートセンターを
市民活動の全市的な拠点施設として有効活用する

１－②　情報の支援について
札幌市市民活動サポートセンターや市による情報収集・提供を充実する

質問8

「市民活動」を支援し促進することにより、あなたが最も期待することは何ですか。思い
つくものを１つ選んでください。（○は１つ）質問7

合　計
市　民
団　体

身近な課題の解決

住みやすい地域の創出

きめ細やかな公共サービスの実現

市民活動への参加機会の増加

経済・景気の向上

その他

特になし

0 5 10 15 20 25 30 35 4540
（%）

8.7

35.4

28.8

27.0
25.7

28.4

12.8

18.0

19.4

5.8
6.6

5.1

2.7
1.6

3.8

2.3
2.9

1.7

16.7

4.8

41.8

市民活動促進の効果としては、「身近な課題の解決」、「住みやすい地域の創出」といった生活により近いところでの効
果が期待されています。

0%

合　計

市　民

団　体

100%90%80%70%60%50%40%30%

51.6 31.9 8.3 6.9

1.3

39.9 38.9 9.4 10.3

1.5

63.7 24.6 7.1 3.4

1.1

20%10%

ぜひ必要だ 全く必要でないわりと必要だ あまり必要でない わからない

活動の場の支援に対する市民、
市民活動団体のニーズは大きい
結果となりました。特に市民活
動団体からは、無料あるいは安
価で利用できる場所についての
要望や、場所自体の不足などに
関する自由回答が多くありまし
た。

0%

合　計

市　民

団　体

100%90%80%70%60%50%40%30%20%10%

ぜひ必要だ 全く必要でないわりと必要だ あまり必要でない わからない

情報の支援に対する市民、市民
活動団体のニーズも活動の場の
支援同様に大きい結果となりま
した。特に市民からは、市民活動
全般に関するＰＲや、参加の
きっかけとなるような各種情報
提供をもっとしてほしいとの自
由回答が多くみられました。

53.2

50.6

56.0 31.0 7.9 3.2

33.5 7.4 7.4

32.3 7.6 5.3
1.5

1.2

1.9
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１－③－ⅰ　資金の支援について

資金の支援については、全体的に市民、市民活動団体とも、他の支援制度に比べると必要だと
する回答はやや少ない結果となっています。特に市民においては、１％支援制度をはじめ、い
ずれの支援策についても充分な理解がされているとは言い難く、支援の実施にあたっては市民
の理解を得ることが非常に重要となると考えられます。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合　計

市　民

団　体

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合　計

市　民

団　体

■１％支援制度：希望する市民の個人市民税の１％を活動支援に充てる

■基金設置：寄附の受け皿となる基金を設置する

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合　計

市　民

団　体

■寄附文化を創造するセンターの設置：気軽に募金、寄附のできる文化を創造するセンターをつくる

ぜひ必要だ わりと必要だ 全く必要でない わからないあまり必要でない

ぜひ必要だ わりと必要だ 全く必要でない わからないあまり必要でない

ぜひ必要だ わりと必要だ 全く必要でない わからないあまり必要でない

25.4 20.5 17.3 21.4

16.3 19.8 21.6 26.9

34.9 21.3 12.8 15.7

29.4 30.0 16.0 16.0

19.7 30.9 19.2 21.1

39.5 29.0 12.5 10.7

24.1 25.3 19.3 15.9

17.4 26.4 21.8 19.4

31.3 24.1 16.8 12.3

15.4

15.4

15.3

8.6

9.0

8.2

15.4

15.1

15.6

15.4

15.4

15.3

8.6

9.0

8.2

15.4

15.1

15.6
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合　計

市　民

団　体

ぜひ必要だ わりと必要だ 全く必要でない わからないあまり必要でない

１－④　人材育成の支援
コーディネーターやリーダー等、市民活動の核となる人材育成を支援する

２－①　市民活動の担い手としての市民に望まれること
自ら公共を担うものとしての自覚を持って、活動の充実を図るとともに、その活動内容を広く
市民に知らせ、理解されるように努める

２－②　企業に望まれること
活動への理解に努め、企業が有する資源（人材、施設、資金、情報、知識等）を活用して地域
社会への貢献に努める

育成の支援に対しては、市
民、市民活動団体ともにそ
の必要性を認めています。
また、リーダーの育成だ
けでなく、学校での市民
活動に関する教育など、
市民活動への知識や関心
を小さいころから身に付
けていくべきといった自
由回答も多くみられまし
た。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合　計

市　民

団　体

ぜひ必要だ わりと必要だ 全く必要でない わからないあまり必要でない

市民活動の促進において
は、その担い手となる市民
自身の自覚が必要である
との認識が、市民、市民活
動団体双方にかなり浸透
しています。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合　計

市　民

団　体

ぜひ必要だ わりと必要だ 全く必要でない わからないあまり必要でない

企業の市民活動に対する
理解と社会貢献が求めら
れています。
特に市民活動団体の回答
からは、資金面での協力も
含め、企業のバックアップ
に対する期待の大きさが
感じ取れます。

42.3 35.2 11.3 6.9

48.8 35.4 8.8
1.9
5.1

56.0 29.4 7.9
1.6
5.0

48.9 31.8 10.0
2.3
7.0

63.4 26.9 5.8
0.9

3.0

43.0 37.1 10.6
2.1
7.2

54.7 33.7 6.9
3.0

1.8

37.8 37.5 10.9 8.9

47.0 32.7 11.7 4.9

4.3

4.9

3.7

4.3

4.9

3.7
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２－③　行政に望まれること
市民活動を支援する基本計画の策定、行政内部の支援体制の整備、市民活動を行う個人・団体
との協働の推進を行う

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合　計

市　民

団　体

ぜひ必要だ わりと必要だ 全く必要でない わからないあまり必要でない

市民活動促進において、行
政の支援や果たす役割に
対する期待が大きい一方
で、市民活動に行政が強く
関与することへの疑問や、
効率のよい行政運営に対
する要望などが自由回答
に多くみられました。

３　条例を意味のあるものとするために
条例を実効性あるものとし、時代の変化に的確に対応させていくために、市民・企業・行政が、
率直に意見を出し合い、課題共有の場として「（仮称）市民活動促進テーブル」を設置する

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合　計

市　民

団　体

ぜひ必要だ わりと必要だ 全く必要でない わからないあまり必要でない

意見交換、課題共有の場に
ついては、市民、市民活動
団体ともにその必要性を
感じており、「（仮称）市民
活動促進テーブル」の設置
が期待されています。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合　計

市　民

団　体

気軽に寄附できる仕組みづくり 寄附文化創造センターの設置
基金の設置による税制面での優遇措置 １％支援制度の導入
資金以外の支援の充実を優先 その他

まずは活動場所や情報提
供、人材育成といった資金
以外の充実を図るべきと
の回答が多くみられまし
た。
資金面での支援策として
は「基金設置」に対する要
望が多くなっています。ま
た、その他として、行政の
効率化による支援資金の
捻出や、寄附金管理等の透
明性を求める回答などが
みられました。

「市民活動」を行ううえでの最も大きな課題として、活動の「資金不足」の問題がありま
すが、資金面での支援を行うことについて、あなたの考えと最も近いものは何ですか。
（○は１つ）

質問9

60.0 27.0 5.6 5.6
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42.3 33.8 11.5 9.1
3.4

34.8 36.4 13.4 11.5
3.9

50.0
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21.9

11.4 8.4 24.1 4.4

20.15.3 3.8

6.8 22.1 4.1

31.1 9.5 6.6
2.8

53.9 30.1 6.3 7.6
2.0

66.3 23.7 4.9
3.4
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「市民活動を促進するための条例策定に向けた提言」（概要）に関して、ご感想やご意見
など何でも結構ですのでご自由にお書きください。

この質問には非常に多くのご感想、ご意見をいただきました。ここではその中から、条例策定に関するご感想、
ご意見等の一部をご紹介します（掲載することのできなかった回答につきましては、『「札幌市市民活動促進条例」
に関するアンケート調査報告書』本編に掲載していますので、関心のある方はそちらをご確認下さい）。

○条例制定について

　　＜市民の意見（82件）＞

　　　【賛同的な意見】
　　　・市民活動促進条例が制定実現されるのを切に期待致します。
　　　・内容はたいへん良いですね。実現、実行できなければ意味がないので意味のあるものにしたいですね。
　　　・まず一歩をふみ出すことが大事と考えます。その上でより良い方策を加えて行きましょう。

　　　【批判的な意見】
　　　・市民活動は本来行政機関がその役割の中核をなし活動すべきと思います。ボランティア活動に期待する

形は本来の意味からずれるものと思います。また、寄附等に任せることも本来の姿からずれていると思
います。私は個人のプライバシー等の問題もあり、市民活動の名のもとでの条例化には賛成は？です。

　　　・条例という言葉では、あまりお年寄りや子どもたち自身にはピンとこなく、イメージが沸かないと思い
ます。なので、市民活動という内容をどの年齢層にも、弱者にもわかりやすい、易しいニュアンスで、
いろんな角度の視線で、内容を広め、提言をしてもらいたいです。

　　　【意見・要望等】
　　　・策定後の運用が形骸化しないよう、市民の反応、ニーズを意識したフォローが必要。
　　　・条例策定にぜひ多くの市民にＰＲ活動が必修。幅広い方法で協力に理解を図ってほしい。

他 75件

　　＜市民活動団体の意見（125件）＞

　　　【賛同的な意見】
　　　・およそ必要なものがまとまっていると感じました。
　　　・条例を策定することは良いことだと思います。市民の自主的な活動だけでは限度があります。市民、企業、

行政の密接な連携と協力がぜひ必要です。

　　　【批判的な意見】
　　　・基本的には既存の制度や機関を活用すればそれで十分なはずなのです（気をつけて下さい！）。かえって

社会に混乱を招くことがあるということは忘れるべきではありません。
　　　・市民活動は条例策定により活発化するものではないと思う。きめ細やかな情報提供により積極的な参加

を促しては。

　　　【意見・要望等】
　　　・行政からの支援はもちろん大切なことですが、支援を目的に行政の事務、役割が大きくなるようでは本

来の目的である促」　進が達成されていないかと。より協働が進む条例となることを望みます（勿論ＮＰ
Ｏ等もその受け皿となるよう質を高める必要があると思います）。

　　　・難しい文言や仕組みとならないような工夫が必要だと思います。また、気軽さと専門性の両立が必要だ
とも感じます。

　　　・市民活動を促進させるために、意欲や気持ちのない者でも無理に参加や資金を求めるような条例だけは
やめてほしいです。

他 118件

質問10

8



あなたの会社は、会社組織として取り組むボランティアや寄附・募金活動などの「社会
貢献活動」を行ったことがありますか。（○は１つ）

行われている社会貢献活動としては、慈善団体やイベントへの寄附、地域の住民活動などへの協賛、清掃活
動等への参加、交通安全運動などへの協力、ボランティア休暇制度の整備などが挙げられています。一方、
行われていない、あるいは行っていたが止めてしまった理由としては、経済的な理由と時間的な理由を挙げ
る企業が多い結果となっています。

この質問には多くの具体的活動をご掲示いただきまし
た。詳細につきましては、『「札幌市市民活動促進条例」
に関するアンケート調査報告書』本編に掲載していま
すので、関心のある方はそちらをご確認下さい。

過去に行っていたのに、現在は行っていない理由

質問１

質問3

行っている社会貢献活動の内容質問2

これまで行っていない理由質問4

41.2
37.3

（％）

21.6
忙しくなって時間がなくなった

経済的な余裕がなくなった

社員の理解や協力が得られなくなった

行ってきた活動に限界を感じた

一緒に活動してきたほかの会社が活動を止めた

会社として行う意義が薄くなった

その他

0 10 20 30 40 50 60
（%）

33.3

4.8

4.8

8.3

17.9

2.4

56.0

忙しくて時間がない

経済的な余裕がない

社員貢献を行うきっかけがつかめない

会社が行える社会貢献に関する情報がわからない

会社が社会貢献を行う機会や場が見つからない

社会貢献に関する知識やノウハウがない

関心や興味がない

その他

0 10 20 30 40 50 60
（%）
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Ⅱ　企業へのアンケート集計結果

市民活動の促進に関連して、企業の社会貢献や市民活動への関心、考え方などを把
握することを目的として、企業へのアンケート調査を実施しました。

対　象

目　的

※３：企業として建設ほか８業種に属する市内に事業所を
　　　有する資本金1,000万円以上の企業の代表者

配布数

有効回収数

回収率

1,000 人

367 件

36.7％

企　業 ※3

47.0

47.0

22.8

24.8

24.2

19.5

6.7

5.4

現在実施
過去に実施
実施経験なし



現在、札幌における企業による「社会貢献活動」は活発だと思いますか。（○は１つ）

「わからない」、「あまり活発ではない」という順となっており、また「活発」、「やや活発」とする回答を合わ
せても１割強にしかならないなど、札幌における社会貢献活動の活発度は低いとする見方が強い結果となっ
ています。

質問5

社会貢献活動に関する情報提供を充実する

社会貢献活動に関する相談窓口を充実する

社会貢献活動を行う企業同士の交流の場を用意する

社会貢献活動が行える場所・機会を増やす

企業が資金提供や寄附を行える仕組み・制度を充実する

地域におけるまちづくりや市民活動に企業が参加できる途をつくる

企業と市民活動団体が協働して事業を行えるような仕掛けをつくる

その他

0 10 20 30 40 50 70

63.5

15.1

17.4

36.5

29.1

35.6

24.8

5.4

60
（%）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活発 やや活発 活発ではない わからないあまり活発ではない

11.6 35.7

0.8

37.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

賛成 やや賛成 反対 わからないあまり賛成ではない

17.2 25.6 26.1 21.7

「市民活動」（NPO、ボランティア、町内会などによる、社会的な広がりを持つ、自主的・
自発的な活動）はまちづくりや暮らしを支える重要な活動であり、これからますますそ
の重要性は高まってくることが予想されます。そこで、企業による「社会貢献活動」の
一環として、「市民活動」への理解・支援の必要性について、「条例」の中で定め、札幌
市民全体で共通認識としていくことについて、あなたはどう思いますか。（○は１つ）

「賛成」、「やや賛成」の合計が４割強、「あまり賛成ではない」、「反対」の合計が３割強となっており、意見
が分かれる結果となっています。

「社会貢献活動に関する情報提供を充実する」との回答が最も多く、「社会貢献活動が行える場所・機会を増
やす」、「地域におけるまちづくりや市民活動に企業が参加できる途をつくる」と続いています。

質問7

現在、企業や経済団体による「社会貢献活動」が広まりつつありますが、今後、こうした「社
会貢献活動」がさらに活発になっていくために必要な行政の取り組みは何だと思います
か。下からあてはまるものを３つまで選んでください。（○は３つまで）

質問6

14.4

9.4

14.4

9.4



企業が「市民活動」を支援することにより、札幌のまちがどのように変わっていくこと
を期待しますか。思いつくものを１つ選んでください。（○は１つ）

「市民活動の活性化と住みやすい地域の創出」が最も多く、次いで、「身近な課題の解決」、「企業イメージの
向上による景気回復」と続いています。

質問9

募金・寄附や基金の設置などの資金的な支援

特技や専門性を生かした従業員の市民活動参加

退職者への市民活動参加奨励の仕組みづくり

企業が有する施設・設備の市民活動への開放

企業が持つ情報の市民活動への提供

企業の専門性を生かした学習会や講座の実施

社員のボランティア活動の推奨・制度の整備

市民活動の表彰制度の創設

市民活動を対象とした調査研究

特に企業が市民活動を支援する必要性を感じない

その他

わからない

0 10 20 30 40 50

32.4

44.3

21.1

25.8

19.1

26.0

22.2

5.8

3.6

6.1

1.9

9.7

（%）

市民・企業・行政の話し合い、協働の場の設定

市民と企業をつなぐコーディネート機能の充実

市民と企業の協働に関する情報提供

活動支援等の相談機能や連絡体制の充実

市民と企業の協働に関するルールづくり

地域におけるサポート機能の充実

その他

特になし

0 10 20 30 40

27.0

32.6

28.7

27.6

14.4

32.6

2.9

（%）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 身近な課題の解決
細やかな公式サービスの広がり

企業イメージの向上による景気回復
特に何も変わらない
その他
わからない

市民活動の活性化と住みやすい地域の創出

「特技や専門性を生かした従業員の市民活動参加」との回答が最も多く、次いで「募金・寄附や基金の設置な
どの資金的な支援」、「企業の専門性を生かした学習会や講座の実施」が続いています。

企業が「市民活動」を支援する場合、必要な支援は何だと思いますか。（○はいくつでも）質問8

20.9 38.6 8.7

1.2

11.0

12.6

「市民と企業をつなぐコー
ディネート機能の充実」、
「区役所やまちづくりセン
ターなどの地域における
サポート機能の充実」が多
い結果となっています。

企業が「市民活動」を積極的に支援し、あるいは、企業と市民が協働（協力して活動）
しやすい環境をつくるための、行政の役割は何だと思いますか。（○はいくつでも）質問10

14.2 5.514.2 5.5



「市民活動」の促進に関して、ご感想やご意見など何でも結構ですのでご自由にお書きく
ださい。質問11

「札幌市市民活動促進条例」に関するアンケート
調査結果（概要版）
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この質問には非常に多くのご感想、ご意見をいただきました。ここではその中から一部をご紹介します（掲載す
ることのできなかった回答につきましては、『「札幌市市民活動促進条例」に関するアンケート調査報告書』本編
に掲載していますので、関心のある方はそちらをご確認下さい）。

　　　・現在、市民活動を行っている企業は少なく感じるが、一つ一つの企業、またその経営者、従業員の意識
が高くならないと、なかなかそういった企業は増えていかないと思う。子供やお年寄が安心して暮らせ
る街づくりのためには、行政の施策だけでは不十分なのは間違いなく、町内会活動や地域の企業の活動
参加は不可欠。もっと情報を増やし、企業が参加しやすい環境を整え、垣根を低くするのも有効な施策
の一つと考えます。

　　　・企業の社会的責任の一つとして、地域社会との共生があると思います。市民活動への協力とか、資金提
供とか寄附とかは大事と思うが、それほど感謝されたり、報われたりというのは、期待してはいけない
と思う。無償の行為が自然になされるような方策が必要と思う。しかし難しいことです。やはり基本はしっ
かりとした会社経営をして、地域還元（雇用の場の提供、納税）を通じて、市民活動をこっそり応援し
てあげたいと思います。

　　　・市民と企業の双方がメリットを感じる仕組み作りが必要。

　　　・「市民活動」と一言で言い表される程、対象団体は少なくない。もっと細分化し、企業と対等に話せる相
手を紹介してほしい。

　　　・景気が悪い中、企業が市民活動をした場合、同業他社との競争の際の重荷になる現実があります。税制
面などで負荷を軽くしない限り、やりたくても出来ない企業が多いと思います。

　　　・企業は経営内容充実が先です。その後にこの様な活動ができる。中小企業が不況に苦しんでいる間は市
民活動も難しい。

　　　・企業でも個人でも「社会貢献活動」は自発的な活動だと思います。ただし、現在の「社会貢献活動｣の停
滞をみると、良い意味でも義務化、すなわち条例化はある程度はやむを得ないとも思います。（本音は、
条例化しないで、「社会貢献活動」を活発化できれば良いのですが・・・）

　　　・活動は、あくまでも余力のある企業が自主的に行うべきで、強制･義務等と感じる方策は避けるべき（企
業には、それぞれ事情がある )。活動した規模、内容等によって、行政が公表･表彰の対象とするのが良
いのではないか。

　　　・企業活動は、道や市を支える基盤であり、条例でしばるのはいかがかと思います。自己の体力に応じ、
社会的責任を果たし、社会貢献を図ることは必要と存じます。

　　　・社会貢献活動や市民活動はあくまで市民や企業の自主性に委ねられるべきもので、いみじくも行政が条
例等で主導すべき性格のものではないと考えます。また一企業が特定の市民活動を支持するという考え
方についても、大抵の場合利害関係が見え隠れするわけで、好意的な視点は持ち合わせておりません。

他 32件


